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〇研究成果の概要（400 字以内） 
 保育施設の ICT 環境は園による格差がある。本研究では神戸市のすべての保育施設を対象に、令和 2
年度と 3 年度に ICT 環境等を調査し、実態と課題、コロナ禍における変化等を明らかにした。2 回の調
査により、パソコンの設置状況は、事務室のみの割合はやや減少し（66.7→58.8％）、保育者一人１台の
設置の割合は 10％以上増加した（7.4→19.6％）。しかし小学校以降の教員の整備率は 125.4％であり
（文部科学省、2021）、園における ICT 環境の改善が必須である。利用状況については「保護者との連
絡に関する機能」が増加した（48.1→54.5％）。「施設からの情報発信（アプリ）」の実施率も高くなった
（23.4→31.8％）。ICT 環境にかかわる課題としては、「端末数・回線」が最も多かった。 

本研究では、神戸市 9 区各地の乳幼児教育専門職間の連携協同を目指しネットワークを構築した。遠
隔による公開保育等、研修が充実し、交流が深まり、地域の保育の質向上を図るためのネットワークの
機能の強化が図られた。 
 
 
〇研究成果の学術的意義や社会的意義（200 字以内） 
 市内の園の ICT 環境格差が大きいこと、先駆的に環境整備や活用の充実を進めている園の実態等が明
らかになった。市の園の ICT 環境の改善、特に保育専門職に一人一台の端末の補償等の必要性が明らか
になった。本研究により整備したシステムにより保育者の ICT 技術向上が図られ、遠隔研修や交流等が
広がった。園種公私を超えた各区での乳幼児教育専門職間の保育の質の維持・向上を図る連携協働の進
展は国内でも極めて先駆的だと考える。 
 
 
１．研究開始当初の背景 

小中学校のギガスクール構想が進められ、小学校以降の教員の ICT の整備率は 125.4％である。これ
を追い風に、保育施設においても、インフラとしての ICT 環境の整備を拡充し、その活用の進展による
乳幼児と保護者支援の充実が期待されると考えた。国内外の各種調査において、園における ICT 環境整
備の在り方や保育者による活用実態等の在り方も検討されている（Burns ＆ Gottschalk (eds.) , 2019; 
OECD, 2020 等）。 

研究開始当初、ICT 環境については、園による格差が課題として指摘されており、またその活用の実
態も明らかにされつつある（厚生労働省、2020 等）。コロナ禍における園における ICT 活用状況につい
ても明らかにされている（全国私立保育連盟、2020、等）。そこで、神戸市内の保育施設の ICT 環境の
実態を明らかにし、それを踏まえた、保育者支援システム創りが必要であると考えた。特に、コロナ禍
において保育施設は、創意工夫しながら、社会基盤を支え、乳幼児と保護者を支える重責を担い続けて



きた。本研究を通じて、神戸市内の園種公私を超えて、地域の保育者の ICT 活用技術の向上や、実際の
ICT 活用の支援、さらには、互いに支えあい、高めあう保育専門職の連携協働を支援するシステムの構
築が不可欠であるとの考えから本研究の構想にいたった。 

 
２．研究の目的 
 保育施設の ICT 環境についてのこれまでの先行研究から、園による ICT 環境の格差があり、それに伴
う子どもと保護者支援や、保育者支援の格差が明らかになった。そこで、本研究では神戸市の全ての園
の ICT 環境について調査することとした。またその結果を分析し、かつ、コロナ禍での ICT の活用状
況、保育実践の提供や保護者支援の工夫等の好事例のデータを収集し、その状況を明らかにする。さら
には、そうした情報を踏まえつつ、神戸市 9 区各地の乳幼児教育専門職間の連携協同を目指し構築した
ネットワークの機能強化を図る。 

本研究では、具体的には、（１）園における ICT の活用に関する調査、（２）地域連携・保育者支援シ
ステムの機能強化に関する研究を行う。これにより、神戸市の実態を踏まえた、ICT 環境の改善や、地
域の保育専門職の ICT 活用の発展、連携協働による保育の質の維持・向上の機能の強化を図りたい。 
 
３．研究の方法 
（１）園における ICT の活用に関する調査の方法 
 令和２年度（1 回目）及び３年度（2 回目）に、神戸市内の公立私立、保育所・幼稚園・こども園
（その他保育事業所含む）575 園を対象に、ICT 環境に関する質問紙調査を行った。質問紙の内容は同
様で比較可能とした。 

アンケート項目については、全国私立保育連盟（2020）等を参考とした。調査項目は 22 項目であ
り、回答施設に関して（問１，２）、対象者について（問３）、園の ICT 環境の実態や課題について（問
４、５）、ICT の活用内容について（問６，７）、情報発信について（問 8～18）、コロナ禍の支援につい
て（問 19，20）、その他（問 21，22）について尋ねた。なお具体的な問いごとの回答を４．研究成果
（１）に示す。 

 
（２）地域連携・保育者支援システムの機能強化に関する研究の方法 
 本研究では、保育者の ICT 活用の発展への支援の一貫として、神戸市こども家庭局と、各区の拠点園
（9 か所）に、端末とポータブル Wi-Fi を合計 10 セット貸し出した。どう機材を活用し、研修支援を
行った。その他、教材の提供も行った。実際に遠隔研修の浸透、コロナ禍の研修支援をはかることとし
た。地域連携・保育者支援システムの機能強化とかかわり、各種機材の活用、研修の内容、その他、実
態について調査し、その好事例や利点、課題を分析することとした。 
 システムの機能強化にあたっては、神戸市こども家庭局・幼保事業課、神戸市教育委員会事務局・学
校教育部学校教育課、神戸大学幼稚園の協力を得た。 
 
４．研究成果 
（１）園における ICT の活用に関する調査の結果 

2 回実施したアンケート調査の集計結果と主な傾向をアンケートの問いごとに、以下に示す。 
 
１） 「１．ご回答頂いている方の施設がある区を、以下のうちからお選びください。」について 
 

回答してくださった施設数は、1 回目の調査が 154 施設（公立 47 施設、私立 107 施設）であり、2
回目の調査が 151 施設（公立 63 施設、私立 88 施設）であった。区・公私別の回答数と回収率は表１に
示すとおりである。 
  



 
表１．区・公私別の回答数と回収率  

 

 

２） 「２．ご回答頂いている方の施設の施設種についてお教えください。 
（１）施設種を、以下のうちからお選びください。 
（２）貴園の 2021 年 3月1日時点の設置主体を、以下のうちからお選びください。 
（３）運営主体を、以下のうちからお選びください。 
（４）2021 年 3月1 日時点において、（３）の運営主体が以下に掲げる貴園以外の施設・事業所を経営
している場合は、以下のうちからお選びください。なお、貴園以外に以下に掲げる施設・事業所が無い
場合は、「貴園以外の特定教育・保育施設等を経営していない」をお選びください。」について 
 

回答してくださった施設の種類は、1 回目と 2 回目のいずれの調査でも、保育所が最も多く、次に幼
保連携型認定こども園となっている。なお、第 2 回の調査では、セキュリティの問題があったため 1 回
目の回答が少なかった公立幼稚園が、2 回目には大いに協力してくださった。こころから感謝したい。
施設の種類別の回答数と回収率は表２に示すとおりである。 

 
表２．施設種別の回答数と回収率  

 
 

公立幼稚園の回答が 2 回目に増えたことにより、設置主体については、表 3 に示すように、2 回目の
調査では「公立」の施設の回答割合が増加している。 
 

表３．公私別の回答数と回収率  

 
 



運営主体については、表４に示すように「社会福祉法人」と「自治体」からの回答が多く得られた。 
 

表４．運営主体別の回答数と回収率  

 
 

 なお、回答いただいた施設のうち、運営主体が自園以外の施設・事業所を経営している場合の、他施
設や特定教育・保育施設等を経営していない場合についての回答は表 5 のとおりであり、「保育所」と
「認定こども園」が多かった。 
 

表５．他の施設・事業所  

 
 

３） 「３．ご回答頂いている方の役職を、以下のうちからお選びください。」について 
 

回答者としては、表６のとおり協力してくださった方は、「園⾧」が最も多く、全体の半数近くを占
めていた。次いで「主任・主幹」、「副園⾧・教頭」、「理事⾧」、「事務員」の方々が協力してくださっ
た。 
  



表６．回答者の役職  

 
 

４） 「４．貴園の ICT 環境についてお教えください。 
（１） 貴園のインターネット接続回線の種別を、以下のうちからお選びください。 
（２） 貴園の施設内の無線環境についてお教えください。 
（３） 貴園のパソコンの環境についてお教えください。 
（４） 貴園のパソコン以外の端末(iPad・タブレット等)の環境についてお教えください。」について 
 

1 回目の調査では、接続回線は「光ファイバー接続」が多いものの、公立の施設では「ADSL」の使
用もみられた。しかし、2 回目の調査では公立の施設でも「光ファイバー接続」が多くなり、回線環境
の変化がみられた（表７参照）。 
 

表７．接続回線  

 
 

園の施設内の無線環境に関して、「園内全域で無線 LAN でのアクセスが可能である。」という問いに
「はい」と回答した割合について全体と公私別に示したものが図１、「一部の室内で無線 LAN でのアク



セスが可能である。」という問いに「はい」と回答した割合について全体と公私別に示したものが図２
である。 

 
図１．無線 LAN でのアクセスが全内全域で可能な園の割合 

 

一部の室内で無線 LAN でのアクセスが可能である。（「はい」と回答した割合） 

 
図２．無線 LAN でのアクセスが一部室内で可能な園の割合 

 
先に示したとおり、光ファイバー接続の使用が公立の施設でも増えており、公立において一部の室内

で無線 LAN でのアクセスが可能になる施設が増えたことが分かる。しかし、公立の施設においては、
園内全域での無線 LAN 接続の実現には至っていない現状があり改善の必要性があると考える。 

パソコンの設置状況について、「園の事務室にのみ、パソコンがある。」という問いに「はい」と回答
した割合について全体と公私別に示したものが図３、「各クラスに 1 台以上、パソコンがある。」という
問いに「はい」と回答した割合について全体と公私別に示したものが図４、「保育者一人 1 台、パソコ
ンがある。」という問いに「はい」と回答した割合について全体と公私別に示したものが図５である。 

園の事務室にのみパソコンがあるとの回答は減少傾向で、特に 2 回目の調査時点において、公立の施
設で「はい」と回答する割合が減少している。保育者一人１台の設置の割合は 10％以上増加した
（7.4→19.6％）。しかし小学校以降の教員の整備率は 125.4％であり（文部科学省、2021）、格差が著し
い。園における ICT 環境の改善が必須である。公立の施設では、保育者一人 1 台のパソコンが整備され
つつある状況も明らかになった。私立も含めて全ての園で小学校以降と同様の整備の支援が必要である
と考える。 

 

 
図３．園の事務室にのみにパソコンがある園の割合 
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図４．各クラスに 1 台以上パソコンがある園の割合 

 

 
図５．保育者一人 1 台パソコンがある園の割合 

 
「園の事務室にのみ、iPad・タブレット等の端末がある。」という問いに「はい」と回答した割合に

ついて全体と公私別に示したものが図６、「各クラスに 1 台以上、iPad・タブレット等の端末がある。」
という問いに「はい」と回答した割合について全体と公私別に示したものが図７、「保育者一人 1 台、
iPad・タブレット等の端末がある。」という問いに「はい」と回答した割合について全体と公私別に示
したものが図８である。 

パソコン以外の端末に関して、特に公立の施設では整備されていない状況にあることが明らかになっ
た。一方で、私立の施設ではある程度整備されている状況にあり、各クラスに１台以上端末があると回
答した施設は、2 回目調査で４割を超えている。環境整備にご尽力されている様子がうかがえる。 

 

 
図６．園の事務室にのみ、iPad・タブレット等の端末がある園の割合 

 

 
図７．各クラスに 1 台以上、iPad・タブレット等の端末がある園の割合 
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図８．保育者一人 1 台、iPad・タブレット等の端末がある園の割合 

 

５） 「５．ICT 環境に関する状況について、困っていることや、改善要望があれば、自由に記述し
てください。」について 

 
 自由記述の回答率は、1 回目の調査で 30.5%、2 回目の調査で 35.1%であった。1 回目の調査における
内容をあらわしたものが表８であり、2 回目調査における内容を表したものが表９である。2 回目の調
査では、「導入」や「費用」の面よりもむしろ、「端末数や回線環境の悪さ」に関する内容が増えてい
る。ICT の環境が整備されつつあり、それらを実際に活用しようとする際に感じる不便さや困りごとへ
の関心が増えていることが伺える。 
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表８．1 回目調査の自由記述回答 

  



表９．2 回目調査の自由記述回答 

 

 
  



６） 「６．保育業務支援システム機能において ICT を活用していますか。」について 
 

図９は、「６．保育業務支援システム機能において ICT を活用していますか。」という問いに「はい」
と回答した割合について全体と公私別に示したものである。保育業務支援システム機能における ICT の
活用状況については、公立の施設でやや増加しているものの、1 回目の調査からほとんど変化がなかっ
た。なお、厚生労働省（2020）では、保育業務の支援ツールとしての ICT を活用している施設は、
54.4％であり、神戸市の実態は、全国と比較すると進んでいることが伺える。 

 

 

図９．保育業務支援システム機能において ICT を活用している園の割合 

 
７） 「具体的にどの機能について ICT を利用されていますか。」について 
 

表 10 は、「具体的にどの機能について ICT を利用されていますか。」という問いについての回答の内
容について、その割合を全体と公私別に示したものである。ICT で実際に活用している機能について
は、1 回目の調査では、「園児の登園・降園の管理」が最も多かった。2 回目の調査では、「保護者との
連絡に関する機能」の利用が最も多くなり 1 回目と 2 回目での増かが激しかった（48.1→54.5％）。ま
た、公立の施設においては、「保護者との連絡に関する機能」と「園児台帳の作成・管理機能」を果た
すツールとして ICT がよく利用されていることが分かった。 

 
表 10．ICT を利用している機能 
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８） 「貴園についての情報を掲載されているウェブサイトを、以下のうちからお選びください。」
について 

 
図 10 は「自治体のホームページ」に、図 11 は「自園のホームページ」に掲載していると回答した割

合について全体と公私別に示したものである。「自治体のホームページ」への掲載に関しては 1，2 回の
調査で変更がなかったが、「自園のホームページ」への掲載に関しては、公立の施設において大幅に増
加しており、コロナ禍における必要性の高まりと、それに応じて新規にホームページを開設した施設の
努力があったことが伺える。 
 

 

図 10．「自治体のホームページ」での情報掲載 
 

 

図 11．「自園のホームページ」での情報掲載 
  
９） 「情報提供の対象者として、どなたを想定されていますか。」について 
 

情報提供の対象者として、図 12 は「自園の保護者」、図 13 は「未就園の保護者を含む地域住民」と
回答した割合について全体と公私別に示したものである。いずれについても、私立園の方が高いことが
分かった。 

 

図 12．「自園の保護者」対象 
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図 13．「未就園の保護者を含む地域住民」対象 
 
１０） 「【「その他」を選ばれた方へ】「自由に記述してください。」について 
 

表 11 は、その他であげられていた情報提供の対象について、全体と公私別に示したものである。人
材確保の必要性が指摘されて久しいが、就業希望者が最も多いことが分かった。 
 

表 11．その他の対象 

 
 

１１） 「１１．８で回答していただいた媒体で掲載しておられる情報の内容について、当てはまるも

のを、以下のうちからお選びください。」と「１２．【「その他」を選ばれた方へ】自由に記述してく

ださい。」について 

 

表 12 は、掲載されている内容について、選択していただいた項目及び自由記述について、全体と公

私別に示したものである。1 回目と 2 回目のいずれの調査においても、「施設の所在地・アクセス」、「開

所時間、延⾧保育・休日保育の実施状況」、「保育方針（めざす子どもの姿、保育のねらいなど）」、「定

員・入所状況」、「保育の様子（日々の過ごし方、外遊びの実施状況など）」「施設設備について（施設の

広さ、園庭の有無など）」などの基本的情報が掲載されていることが分かった。 

 
１２） 「１３．ホームページに掲載する情報の更新を行っておられる方を、以下のうちからお選びく

ださい。」と「１４．【「その他」を選ばれた方へ】自由に記述してください。」について 
 
 表 13 は、情報の更新を行う方に関して選択していただいた項目及び自由記述について、全体と公私
別に示したものである。「園⾧」が最も多く、続いて「主任・主幹」、「事務職員」、「担任」の順に多か
った。なお公立の施設においては、その他として自治体の担当者が更新を行っている例もあった。 
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表 12．掲載内容 

 

 
表 13．掲載する情報の更新者 

 



 

 
１３） 「１５．ホームページでの情報の提供に取り組んでおられる理由を、以下のうちからお選びく

ださい。」と「１６．【「その他」を選ばれた方へ】自由に記述してください。」について 
 

表 14．は、情報提供をする理由について、選択していただいた項目及び自由記述について、全体と公
私別に示したものである。いずれの調査においても、自園の保護者と、未就園の保護者に対する情報の
伝達を理由にあげる施設が最も多かった。地域住民や行政に対しても、自施設の取り組みを伝えること
を目的に、情報の発信が行われていることが明らかになった。 
 

表 14．情報提供をする理由 

 

 

１４） 「１７．ホームページでの情報の提供に取り組んでおられない理由について、当てはまるもの
を、以下のうちからお選びください。」と「１８．【「その他」を選ばれた方へ】自由に記述してくだ
さい。」について 

 
表 15 は、情報提供に取り組まない理由に関して、選択していただいた項目及び自由記述について、

全体と公私別に示したものである。主な理由としては、「時間的余裕」と「人員的余裕」のなさがあげ
られていた。発信の方法や発信すべき情報がわからないといった回答は少なく、業務として情報発信を
行うことに負担を感じている傾向がみられた。 
 

表 15．情報提供に取り組まない理由 

 



１５） 「１９．新型コロナウイルス感染防止状況下において、登園自粛家庭（園児・保護者）に対し
て、貴園が行われた、関わりや支援について、以下のうちからお選びください。」について 

 
表 16 は、新型コロナウイルス感染防止の状況下での家庭への関わりや支援について、選択していた

だいた項目の結果を、全体と公私別に示したものである。関わりや支援としては、「電話・メール等で
の安否確認」や「紙媒体による情報発信」が多く。特に公立の施設では、1 回目の調査時に比べて、「電
話での相談窓口の設置」は減少し、「ホームページでの情報発信」や「アプリでの情報発信」が増えて
おり、ICT 環境の整備が進んだことが伺える。 

全国の実態と比較すると、全国私立保育連盟の調査（2020）では、「アプリでの情報発信」は 30.4％
であり、神戸市の 2 回目は 49/151=32.5%であった。「動画配信」は、前者は 12.3％であり、神戸市の
2 回目は 24/151=15.9%であった。オンライン配信については、前者は子どもとの配信が 4.2％で、神戸
市 2 回目は 11/151=7.3%で多く、前者は保護者との配信が 1.7％で、神戸市 2 回目は 9/151=6.0%であ
った。動画配信については、神戸市での実施が多くなされていたことが伺える。 
 

表 16．新型コロナウイルス感染防止の状況下での家庭への関わりや支援 

 
 

１６） 「２０．新型コロナウイルス感染防止状況下において、各施設では、保育を継続するうえで
様々な工夫や対応がなされました。貴園における以下の取り組みについて、お教えください。 
（１）子ども向け動画の配信 
（２）園から家庭へのインターネットを活用した情報発信 
（３）オンライン技術を活用した保護者との対話、会合 
（４）職員間におけるアプリなどを活用した情報伝達 
（５）e ラーニング、オンライン等を活用した研修実施 
（６）他の保育施設との情報ネットワークの仕組み作り 
（７）行政との情報ネットワークの仕組み作り」について 

 
 図 14 は「子ども向け動画の配信」、図 15 は「園から家庭へのインターネットを活用した情報発信」、
図 16 は「オンライン技術を活用した保護者との対話、会合」、図 17 は「職員間におけるアプリなどを
活用した情報伝達」、図 18 は「e ラーニング、オンライン等を活用した研修実施」、図 19 は「他の保育
施設との情報ネットワークの仕組み作り」、図 20 は「行政との情報ネットワークの仕組み作り」の取り
組みについて、「従来から実施している」、「今回から実施した」、「一部実施した」、「実施していない」、
「該当なし・わからない」の回答分布を、全体と公私別に示したものである。 

「（５）e ラーニング、オンライン等を活用した研修実施」に関しては、1 回目の調査からの変化が大
きく、本事業において機材の貸し出しにより、遠隔による公開保育や研修、交流会の支援を行ったこと
の成果がみられる。また、「動画の配信」に関しては、実施がまだ浸透していないことが分かった。「イ
ンターネットによる家庭への情報発信」に関しては、「一部実施した」までを含めると、公立の施設で
30％程度、私立では 60％程度であり、2 回目の調査でも大きな変化はなかった。「オンラインでの保護



者との対話・会合」は、ほとんどの施設で「実施していない」との回答であり、私立の施設でもやや増
加傾向がみられた。「アプリの活用による職員間の情報伝達」に関しては、私立の施設では半数ほどが
実施しており、公立の施設では 30％程度であった。1 回目と 2 回目との結果に大きな差はみられなかっ
た。「研修の実施」については先にも述べたが、1 回目に 2 回目の調査において公立・私立ともに実施率
が上がっていた。「他の保育施設との情報ネットワークの仕組み作り」は進んでおらず、各施設内での
ICT の活用を充実させる段階であることが伺われた。「行政との情報ネットワーク」に関しては、私立の
施設において実施率の向上がみられた。 

 
図 14．子ども向け動画の配信 

 
 

 
図 15．園から家庭へのインターネットを活用した情報発信 

 
 

 
図 16．オンライン技術を活用した保護者との対話、会合 
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図 17．職員間におけるアプリなどを活用した情報伝達 

 

 

図 18．e ラーニング、オンライン等を活用した研修実施 
 
 

 
 

図 19．他の保育施設との情報ネットワークの仕組み作り 
 
 

 
図 20．行政との情報ネットワークの仕組み作り 
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１７） 「２１．ICT に関して、他に考えていることや感じていることなどがありましたら、自由に記
述してください。」について 

 
表 17 は 1 回目調査、表 18 は 2 回目調査において「ICT に関して、他に考えていることや感じている

こと」について自由回答を求めた内容をしめしたものである。 
 1 回目と 2 回目の調査で、回答率が 22.7%から 34.4%に増加している。特に、「機器操作や知識不足」
に関する回答が多くなっており、実際に環境が整えられ、それをどう活用していくかについて意識を向
けている園が増えていると考えられる。また、課題や懸念について「うまく活用できるか不安であ
る」、「うまく活用できなければかえって業務の負担にならないか」、「I C T を使うこともメリットとデ
メリットに関する知識がない」といった回答も多かった。これらの支援が必要であることが分かった。 
 

表 17．1 回目調査の自由記述回答 

 
 



表 18．2 回目調査の自由記述回答 

 



（２）地域連携・保育者支援システムの機能強化に関する研究結果 
 本研究の結果、研究期間中、神戸市と 9 区の拠点園に本学より貸出を行った、10 セットの端末とポ
ータブル Wi-Fi の活用回数は、520 回であった。そのうち遠隔による、公開保育の実施と、公開保育の
事後の実践の省察と対話等をふくめた、遠隔による研修の実施は 265 回であった。 

全国規模の研修も、各地の研修も、コロナ禍においては多くが中止となった。特に対面を前提としが
ちな公開保育は、毎年実施していた国公立関係の研究会も実施されない状況となった。しかし、そのよ
うな全国の状況の中、神戸市においてはコロナ禍にあっても、本研究予算による機材の支援が可能とな
り、遠隔の研修が実施された。市をあげての、遠隔による公開保育や実践に関する省察と対話による研
修は、他ではみられない、先駆的なものであったと考える。 
 ICT 活用の技術にかかわる研修や練習も、61 回実施された。神戸市の保育専門職による ICT 活用の知
識や技術の向上が、区ごとに園種公私を超えて、連携して図られていた様子も明らかになった。懇談会
や相談会も 4 回以上開催されており、子どもの年齢別の意見交換や主任等立場の違いによる研修会も実
施されていた。 
 本研究では、各区の拠点園に、園種公私を超えて、機材の貸し出しのみではなく、事例集や、教材の
貸し出しも可能とした。 
 本研究により、地域連携・保育者支援システムの機能強化が図られた。 
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